
岩手県告示第 175 号 

 療育センター条例（昭和 51年岩手県条例第 57号。以下「条例」という。）第４条第２項の規定により、岩手県立療育センターの

利用料金を次のとおり承認した。 

  平成 20年３月 14日 

                                            岩手県知事 達 増 拓 也  

１ 次の各号に掲げる利用料金の額は、診療報酬の算定方法（平成 18年厚生労働省告示第 92号。以下「算定方法」という。）に定

める１点単価の額に当該各号に定める点数を乗じて得た額（その額に５円未満の端数があるときはこれを切り捨て、５円以上 10

円未満の端数があるときはこれを 10円に切り上げた額）とする。 

(１) 条例第４条第２項第１号に規定する消費税法（昭和 63年法律第 108 号）に規定する消費税及び地方税法（昭和 25年法律

第 226 号）第２章第３節に規定する地方消費税（以下「消費税等」という。）が課されることとなるものの利用料金 

算定方法別表第１医科診療報酬点数表（以下「医科点数表」という。）を適用する診療科にあっては医科点数表、算定方法別

表第２歯科診療報酬点数表（以下「歯科点数表」という。）を適用する診療科にあっては歯科点数表により算定した点数に 100

分の 105 を乗じて得た点数とする。 

(２) 健康診断料 

医科点数表を適用する診療科にあっては医科点数表第１章基本診療料第１部初・再診料第１節初診料に準じて算定した点数

（以下「初診料の点数」という。）、歯科点数表を適用する診療科にあっては歯科点数表第１章基本診療料第１部初・再診料第

１節初診料に準じて算定した点数（画像診断その他の検査を行った場合は、それぞれこれらの点数に、医科点数表を適用する

診療科にあっては医科点数表、歯科点数表を適用する診療科にあっては歯科点数表に準じて算定した点数を加えた点数）に 100

分の 105 を乗じて得た点数とする。 

(３) 予防接種料（次項に規定する予防接種に係るものを除く。） 

使用した薬剤の購入価格を 10円で除して得た数に相当する数の点数に、初診料の点数と医科点数表第２章特掲診療料第６部

注射通則及び第１節注射料に準じて算定した点数を加えた点数に 100 分の 105 を乗じて得た点数とする。 

(４) 文書料 

ア 診断書 

(ア) 健康診断書 

ａ 個人健康診断に係るもの １通につき 315 点 

ｂ 事業所等健康診断に係るもの 

(ａ) 個人票 １通につき 189 点 

(ｂ) 連記式のもの １人につき 105 点 

(イ) 死亡診断書 １通につき 315 点 

(ウ) その他の診断書 

ａ 傷病を証する診断書その他これに類する内容の簡易な診断書 １通につき 315 点 

ｂ 生命保険の給付に関する診断書 １通につき 800点 

ｃ その他の診断書 １通につき 525 点 

イ 証明書 

(ア) 交通事故に係る証明書 証明期間１月につき 315 点 

(イ) その他の証明書 

ａ 診療内容の明細を記入した医療費証明書その他これに類する内容の複雑な証明書 １通につき 315 点 

ｂ その他の証明書 １通につき 105 点 

  ウ 診療録の開示文書の写し １枚につき １点 

(５) 歯科点数表算定外の歯科診療料 



ア 歯冠修復（金合金、白金加工、金属床、ポーセレン等保険給付外の材料を使用する歯冠修復をいう。）及び欠損補てつ 知

事が別に定める点数 

イ 咬合誘導 

(ア) 相談・検査・診断料（一連） 761点 

(イ) 印象採得 150点 

(ウ) 誘導装置 

ａ 簡単（リンガルアーチ等） １装置につき 1,575 点 

ｂ 複雑（リトラクター等） １装置につき 2,100点 

(エ) その他小装置 

ａ ダイレクトボンドブラケット １個につき 210 点 

ｂ ダイレクトボンドブラケット撤去 １個につき 63点 

(オ) 咬合誘導調整料 315点 

ウ 保隙
げき

装置 

(ア) クラウンループ 525点 

(イ) 床義歯 １装置につき 1,575点 

エ フッ素塗布 53 点 

２ 予防接種法（昭和 23年法律第 68号）第３条又は第６条の規定に基づく予防接種及び母子保健法（昭和 40年法律第 141号）第

12 条又は第 13 条の規定に基づく健康診査の利用料金の額は、当該予防接種又は健康診査に要する費用を基準として算定した額

に 100 分の 105 を乗じて得た額の範囲内で、当該予防接種又は健康診査を行う都道府県又は市町村と条例第２条に規定する指定

管理者（以下「指定管理者」という。）との契約により定められる額とする。 

３ 消費税等が課されることとなる入院患者及び付添いをする者に係る食事の提供の利用料金の額は、入院時食事療養費に係る食

事療養及び入院時生活療養費に係る生活療養の費用の額の算定に関する基準（平成 18年厚生労働省告示第 99号）により算定し

た額に 100分の 105 を乗じて得た額とする。 

４ 児童福祉法（昭和 22年法律第 164号）第 24条の 12第２項の厚生労働省令で定める指定知的障害児施設等の設備及び運営に関

する基準により利用者から支払を受けることができる費用に係る利用料金の額は、次に掲げる額を合算した額とする。 

 (１) 食事の提供に要する費用 

区 分 単 位 利用料金 

円食事提供加算(Ⅰ)に係る単位数が加算

される場合 
１食につき 

230

食事提供加算(Ⅱ)に係る単位数が加算

される場合 
１食につき 70

食事提供加算に係る単位数が加算され

ない場合 
１食につき 535

 備考 「食事提供加算(Ⅰ)」、「食事提供加算(Ⅱ)」及び「食事提供加算」とは、それぞれ児童福祉法第 24条の２第２項の厚

生労働大臣が定める基準に規定する食事提供加算(Ⅰ)、食事提供加算(Ⅱ)及び食事提供加算をいう。 

(２) 日用品費 

実費相当額 

５ 障害者自立支援法（平成 17年法律第 123号）第 43条第２項の厚生労働省令で定める指定障害福祉サービスの事業の設備及び

運営に関する基準又は同法第 44 条第２項の厚生労働省令で定める指定障害者支援施設等の設備及び運営に関する基準により利

用者から支払を受けることができる費用に係る利用料金の額は、次に掲げる額を合算した額とする。 

 (１) 食事の提供に要する費用 



区 分 単 位 利用料金 

円
朝食 １食につき 

255

昼食 １食につき 299

食事提供体制加算に係る単位

数が加算される場合 

夕食 １食につき 306

朝食 １食につき 457

昼食 １食につき 535
食事提供体制加算に係る単位

数が加算されない場合 
夕食 １食につき 548

  備考 「食事提供体制加算」とは、障害者自立支援法第 29条第３項の厚生労働大臣が定める基準に規定する食事提供体制加

算をいう。 

 (２) 光熱水費 

区 分 単 位 利用料金 

短期入所の場合 １日につき 
円

328

１日につき（月の途中で入所し、又は

退所する場合に限る。） 328施設入所支援の場合 

１月につき 10,000

 (３) 日用品費 

   実費相当額 

６ 条例第４条第１項に規定する地域生活支援サービスに係る利用料金の額は、次に掲げる額を合算した額とする。 

 (１) 基本料金 

   障害者自立支援法第 77条第１項又は第３項に規定する事業を実施する市町村と指定管理者との契約により定められる額 

 (２) 食事の提供に要する費用 

区 分 単 位 利用料金 

円
朝食 １食につき 

457

昼食 １食につき 535

夕食 １食につき 548

７ 利用料金の適用年月日 平成 20年４月１日 
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